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環境地質本部 地質研究所

日本海沿岸の最大クラスの地震・津波による被害想定

背 景

成 果

期待される効果

１ ３

協力試験場：産業技術環境研究本部 エネルギー・環境・地質研究所 

地震ハザードの評価 減災対策効果の予測

日本海沿岸の最大クラスの地震・津波から「命を守る」ため、具体
的な被害を想定し減災対策を行うことが重要。

日本海沿岸15地震について震度分布や
液状化・急傾斜地崩壊の危険性を評価
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F01 (＊)の地震

（人）

早期避難を可能とする対策を実施すること
による、津波死者数の低減効果を明らかに
し、指針へ反映

56%減 45%減

震度の予測結果例
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建築研究本部 北方建築総合研究所 経常研究 

道の「防災・減災対策指針」に反映

想定項目
F01(＊)の地震

夏・昼 冬・夕 冬・深夜

死
者
数

津波 約7,000人 約5,500人 約5,100人

建物倒壊 約80人 約470人 約600人

建物倒壊棟数 約5,300棟 約12,000棟 約12,000棟

２ 被害量の推計

建物被害、人的被害（死者・負傷者）、避難
者数、インフラ・ライフライン被害等を推計

被害想定結果（死者と建物被害）

※ 死者数は、早期に避難する人が少なく
 津波避難ビル等への避難を考慮しないケース

道の「防災・減災対策指針 (R8.2) 」に反映されており、道内市町村の地震・津波対策で活用される。

(＊) F01：想定される地震の名称。15地震のひとつ。 23

問い合わせ先：北方建築総合研究所 建築研究本部 企画調整部企画課 電話：0166-66-4218


